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足元から地球温暖化を考える市民ネットえどがわニュースレター 

あしもと通信 
●コンテンツ 
巻頭言 どうなるの？2019 年問

題～平成最後のあしもと通信に寄

せて／今年も開催しました～やば

っ！ブラックアウトだ!!エネルギ

ーカフェ 2019／エネルギー公社

設立を準備中～エネルギー自治を

めざす愛知県新城市を訪ねて／足

温ネットとつながるヒト･モノ･ト

コロ～パタゴニア丸の内ストア／

えど･そら便り／環境･エネルギー

８行ニュース／東京都が来年度予

算で省エネ家電ポイント／足温ネ

ット活動日誌／編集後記 

 

資源エネルギー庁の 2019 年問題サイト 
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● 

どうなの？ 

エネルギー自給生活 

太陽光発電で災害に
備えよう！ 

松江の家でお話しする佐藤隆哉さん 
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● 

●パタゴニア東京・丸の内 
東京都千代田区丸の内 3-1-1 国際ビル 1F 
Tel 03-3214-2101 Fax 03-3214-2102 
https://www.patagonia.jp 

営業時間：月〜日：11:00〜19:00 

JR 有楽町駅：徒歩５分 

国際フォーラム出口から直進、３ブロック目の右手 
地下鉄有楽町駅 D1 出口より直結 
地下鉄日比谷駅 B4 出口より直結 
イベント情報をインスタグラムで発信中！ 

@patagonia.marunouchi 

トークイベント「Vote Our Planet」に出演 

ストアスタッフの皆さん 

藤堂さんは後列左から二人目 
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予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績

2018年4月 1,141 1,224 47,922 53,536 1,177 1,650 49,434 72,171 3,195 3,922 83,065 103,775

2018年5月 1,322 1,200 55,524 52,488 1,331 1,623 55,902 70,989 3,702 4,002 96,242 105,892

2018年6月 1,062 1,051 44,604 45,961 1,030 1,263 43,260 55,239 2,974 3,219 77,314 85,182

2018年7月 1,209 1,178 50778 51,512 1,177 1,717 49,434 75,088 3,385 4,438 88,015 117,437

2018年8月 1,322 1,186 55524 51,875 1,311 1,505 55,062 65,828 3,702 3,792 96,242 100,336

2018年9月 938 1,058 39,396 46,276 981 1,195 41,202 52,269 2,626 2,944 68,286 77,898

2018年10月 781 647 32,802 28,299 846 930 35,532 40,678 2,187 2,073 56,857 54,851

2018年11月 695 854 29,190 37,353 792 1,091 33,264 47,720 1,946 2,213 50,596 58,555

2018年12月 752 609 31,584 26,637 913 850 38,346 37,179 2,106 1,889 54,746 42,044

2019年1月 828 829 34,776 36,260 999 1,346 41,958 58,874 2,318 2,320 60,278 61,387

2019年2月 827 34,734 0 948 39,816 0 2,316 60,206 0

2019年3月 996 41,832 0 1,066 44,772 0 2,789 72,509 0

合計 11,873 9,836 498,666 430,197 12,571 13,170 527,982 576,035 33,246 864,356 807357

表１ えどそら1号実績 表２ えどそら2号実績 表３ えどそら3号実績

発電量ｋWｈ 売電額 発電量ｋWｈ 売電額 発電量ｋWｈ 売電額
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●メガソーラーに環境アセス導入へ 
（2018.11.1 毎日新聞） 

 太陽光発電所の建設で住民トラブルが相次い

でいるため、環境省は１日、100ヘクタール以

上のメガソーラーを環境アセスメント法に基づ

く対象にする方針を明らかにした。出力では 3

万～4 万 kW以上となる見込み。2020年から

の導入を目指す。今年６月時点で32府県と17

市が条例でアセス対象としているが、自然保護

団体は国の制度の対象とするよう求めていた。 
 

●国交省、中規模建物も省エネ義務化 
（2018.11.4 東京新聞） 

 オフィスビルやホテル、商業施設など住宅を

除く新築の中規模建物（延べ床面積 300 平方

メートル以上 2,000 平方メートル未満）に、国

交省が省エネ基準へ合わせるよう義務付ける方

針を固めたことが 3 日、分かった。大規模建物

（2,000 平方メートル以上）に限っている対象

を拡大し、増加が続くエネルギー消費に歯止め

をかける。義務化は 2020 年以降になる見通し。 
 

●再生エネ議連、自民 100人に迫る 
（2018.11.9 東京新聞） 

 自民党の「再生可能エネルギー普及拡大議員

連盟」（会長・柴山昌彦文部科学相）の顧問に、

甘利明党選挙対策委員長が 8 日、就任した。太

陽光や風力発電などの再生エネ事業の急成長に

伴い、議連メンバーも増え続け現在は 100 人

近くに。顧問には、麻生太郎財務相、菅義偉官

房長官、二階俊博党幹事長ら政権中枢を担う重

鎮も名を連ねる。 
 

●太陽光発電「売電権」売却し脱税か 
（2018.11.13 ＮＨＫ） 

 太陽光発電の電力の固定価格買取制度をめぐ

って、東京の会社が、電力を高値で売れる権利

いわゆる「売電権」を売却して得た１億 7000

万円余りの所得を申告せず、脱税したとして東

京国税局から法人税法違反などの疑いで告発さ

れた。告発されたのは「東北復興再生エネルギ

ー」（東京・台東区）。所得を実態のない別の

会社の口座に移し税務申告を行っていなかった。 
 

●東電、再生エネ余剰時に割安供給 
（2018.11.16 日経新聞） 

 東京電力ホールディングスは太陽光発電など

再生可能エネルギーの発電量が余る時に、売電

先に対し割安に電気を供給する仕組みを導入し

た。まずAGC（旧旭硝子）など 3社と契約し、

電力余剰時に増産を要請し電力消費を促す。電

力の需給バランスを調整する新たな手法として、

再生エネの有効活用につなげる。今回は 3 社で

計 2 万 5千 kWの電力需要を創出する。 
 

●リベラル路線に住民投票ＮＯ 
（2018.11.25 毎日新聞） 

 台湾で 24 日にあった統一地方選で蔡英文総

統が率いる与党･民進党が大敗した。同日実施さ

れた住民投票でも、「2025 年までに原発運転

を全て停止する」とした電気事業法の条文の削

除が決まった。条文は 12 月初旬にも失効する。

アジア初と注目された脱原発政策が、民意によ

って否定された形。投票結果は、条文削除賛成

が約 589 万票、反対が約 401万票だった。 

●気候変動適応計画を閣議決定 
（2018.11.27 時事通信） 

 政府は 27 日、地球温暖化の影響を軽減する

ための施策をまとめた「気候変動適応計画」を

閣議決定した。高温でも育つコメの開発や、高

潮・高波被害に対応した防波堤、防潮堤の整備

などの必要性を明記し、温暖化が進行しても文

化的な生活を確保できる社会を目指す。計画は、

12 月 1 日に施行する気候変動適応法に基づき

策定。各省庁が今後取るべき施策を整理した。 
 

●温室効果ガス排出、4年連続減 
（2018.11.30 朝日新聞） 

 環境省は 30日、2017 年度の温室効果ガス

の排出量（速報値）は 12億 9400 万トン（Ｃ

Ｏ２換算）で、前年度比 1.0％減だったと発表

した。太陽光など再生エネルギーの導入が広が

り、排出は４年連続で減少となった。太陽光の

発電量が前年度から２割増えるなど再生エネが

拡大。これに加え、関西電力の高浜原発、大飯

原発の再稼働で火力発電所の発電量が減った。 
 

●経産省、原発ベンチャー育成 
（2018.12.2 読売新聞） 

 経済産業省は、原子力分野のベンチャーの育

成に乗り出す。有望な技術を持つ研究者らの事

業化を資金･人材面で支援するほか、国が保有す

る原子力関連施設などを提供する。小型モジュ

ール炉（ＳＭＲ）など、次世代型原子炉の開発

の担い手を増やし、実用化を後押しする。基礎

研究から実用化までの技術開発を４段階に分け、

段階ごとに開発費の支援などを検討する。 
 

●環境省、代替フロン類の海外回収を支援 
（2018.12.7 毎日新聞） 

 地球温暖化を引き起こす温室効果が CO2 の

1000倍以上となる種類が多い冷媒用の代替フ

ロン類について、環境省は海外での回収や無害

化の技術支援に乗り出す。来年からタイで事業

を開始予定で、低炭素技術を海外に導入し、温

室効果ガスの排出削減量の一部を日本の削減分

にカウントする「2国間クレジット制度」（JCM）

の適用を目指す。 
 

●安倍原発輸出案件、すべて暗礁に 
（2018.12.16 共同通信） 

 日立製作所が、英国での原発新設計画を凍結

する方向で調整していることが 16 日、分かっ

た。３兆円規模に膨らんだ事業への出資企業を

確保するのが困難で、巨額の損失が出た場合に

単独では補えないためだ。三菱重工業もトルコ

での原発新設を断念する方向で、安倍政権が成

長戦略の目玉に掲げた原発輸出の案件は全て暗

礁に乗り上げることになる。 
 

●パリ協定のルール採択 
（2018.12.17 東京新聞） 

 ポーランドで開かれた国連気候変動枠組み条

約第 24 回締約国会議（COP24）は 15 日、

地球温暖化対策を進めるためのパリ協定の実施

ルールを採択した。先進国と発展途上国が共通

の厳しいルールの下で温室効果ガスの排出削減

を進めることとなり、2020 年の運用開始へ準

備が整った。交渉は三年にわたり、先進国と途

上国で内容に差をつけるかどうかが焦点だった。 
 

●代替フロン回収で法改正へ 
（2018.12.18 ＮＨＫ） 

 冷蔵庫などの冷媒として使われ、強い温室効

果がある代替フロンの排出量が増え続けている

ことを受けて、環境省は、来年の通常国会に「フ

ロン排出抑制法」の改正案を提出する方向で検

討することを決めた。改正案には、冷蔵庫やエ

アコンなどの処分を適切な事業者に依頼しなか

った場合に、罰金を科す罰則規定を設けること

などを検討する。 

●南大隅町長、1,000万円受け取る 
（2018.12.20 南日本放送） 

 原発から出る高レベル放射性廃棄物の最終処

分場受け入れを一時検討していた南大隅町の森

田町長が、処分場誘致を求める町内の会社社長

ら４人から、９年前にあわせて 1000 万円を受

け取っていたことが分かった。20 日、会見で森

田町長は、受け取りを認めた上で「個人として

借りたもの」と主張した。８００万円を去年返

済し、残りも返済する意思があるとしている。 
 

●ドイツ、再生エネ電力消費 40％増 
（2019.1.4 しんぶん赤旗） 

 ドイツで、太陽光など再生可能エネルギーが

初めて年間電力総消費量の 40％を超えたこと

が明らかになった。フラウンホーファー研究機

構が２日に推計値を発表した。2018 年に消費

された再生可能エネルギー電力は 2190 億

kWh で、1990 年の 197 億 kWh から、11

倍以上になった。太陽光発電は 16％伸び 458

億 kWh だった。 
 

●都、省エネ家電買替で独自ポイント 
（2019.1.8 ＮＨＫ） 

 東京都は、消費税率の引き上げに伴う景気対

策などとして省エネ効果の高い家電に買い替え

る都民に、独自ポイントを付与する制度を 10

月に創設する。新年度の当初予算案に事業費と

して 45 億円を計上する。対象となる家電は冷

蔵庫とエアコン、給湯器の３種類で、買い替え

た都民を対象に、商品券等と交換できる１万円

から２万 1000 円相当のポイントを付与する 
 

●米電力会社、破産法申請へ 
（2019.1.15 ＮＨＫ） 

 アメリカのカリフォルニア州で相次いだ山火

事で、出火原因との関連が指摘されている地元

の電力会社ＰＧ＆Ｅが 14 日、訴訟などによっ

て日本円で３兆円を超える負債を抱える可能性

があるとして、日本の民事再生法にあたる連邦

破産法 11 条の適用を申請する準備に入ったと

発表した。同州では、一連の山火事でこの会社

を相手取った多くの訴訟が起きている。 
 

●経団連会長、再稼働どんどんすべきだ 
（2019.1.16 東京新聞） 

 経団連の中西会長（日立製作所会長）は 15

日の記者会見で、原発について「再稼働はどん

どんやるべきだ。ただ地域の反対がある中、一

般公開の討論を真剣にするべきだ」と述べた。

併せて中西氏は「自治体がイエスと言わない。

これでは動かせない」とも強調した。さらに「政

府も横断的な場で国民の意見を踏まえたエネル

ギー政策を再構築すべきだ」と述べた。 
 

●原発関連廃止費用 14.7兆円 
（2019.1.22 しんぶん赤旗） 

 国内原子力施設の廃止に伴う解体などの費用

が、計約 6 兆 7000 億円以上となることが分

かった。東京電力福島第１原発１～４号機の廃

炉費用の政府推計約８兆円とあわせると、約

14兆 7000億円に上る。電力会社などの「廃

止措置実施方針」から集計したもの。放射性廃

棄物の処分先などが決まっていないことから廃

止費用はもっと高くなると指摘している。 
 

●ドイツ、石炭火力発電全廃へ 
（2019.1.26 日経新聞） 

 ドイツの政府委員会は 26 日、石炭火力発電

を 2038 年までに全廃することで合意した。気

候変動に対応するため、CO2の排出量を削減す

る。計画実行には政府や州政府による正式決定

が必要だが、全廃へ大きく動き出した。石炭火

力からの撤退で影響を受ける州に対して 20 年

間にわたり総額 400 億ユーロ（約 5 兆円）を

支援することでも合意したもようだ。 
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東京都が来年度予算で 

省エネ家電ポイント 
足温ネットも総会イベントで省エネ家電買い替えを訴え 

（事務局長 山﨑求博） 

 

 

 

足温ネット活動日誌 

 

編集後記 
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足元から地球温暖化を考える市民ネットえどがわ公式フェイスブック  https://facebook.com/sokuonnet 


